
（一　般　会　計） （単位：千円）

分　類 事　項　名 産業労働部関係職員費

補正予算額
義 務 ( 1,803,104 ) ( 6,941 )

1,905,892 6,941

　労働関係職員費 156,236 156,748 (＋512)

(270,518) (271,860) (＋1,342)

　職業能力開発校職員費 373,306 374,648 (＋1,342)

　商業総務職員費 370,499 372,032 (＋1,533)

　工鉱業総務職員費 458,680 460,311 (＋1,631)

　工業技術センター職員費 416,205 417,653 (＋1,448)

　観光関係職員費 130,966 131,441 (＋475)

補正予算額

人件費計 ( 1,803,104 ) ( 6,941 )
1,905,892 6,941

補正予算額

( 1,813,104 ) ( 6,941 )
1,915,892 6,941

補正予算額

( 8,137,451 ) ( 6,941 )

15,682,748 6,941
補正予算額

( 8,137,451 ) ( 6,941 )

18,739,573 6,941

令和元年度　１１月補正予算額事項別一覧

補正前の額

説　明

・産業労働部職員に係る給与費

一般会計
の計

（追加分）

産業企画課

産業労働部関係職員費でございますが、人事委員会の勧告に基づく給与改定に
伴い、本年度職員給与の支給見込が増額となることから、所要の補正措置を講
じるものでございます。

※令和元年度組合交渉妥結事項（主なもの）
　
１　月例給の引き上げ（0.06%）
　　民間との差を踏まえた給料表の改定等
　
２　期末勤勉手当の改正
　　年間支給割合を0.05月分引き上げ

　職員給与の改定に伴う支給見込み額の増

補正前の額

補正前の額

義務的
経費計
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